
 
                        

  

平平成成 1199 年年就就業業構構造造基基本本調調査査ににつついいてて  

  

就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国だけでなく、地域別

の就業構造を詳細に明らかにし、国や都道府県における雇用政策や経済政策など、各種の

行政施策立案の基礎資料を得ることを目的として実施するものです。 

 この調査は、 

(1)就業・不就業に関する全国・地域別の基本的な統計を作成すること 

(2)就業・不就業の状態を短期間に繰り返している就業状態が不安定な人の実態を明らか

にすること  

(3)就業異動の実態を明らかにすること 

(4)就業の地域構造と常住地移動との関係を明らかにすること 

を基本的なねらいとしています。 

 

 特に今回の調査では社会経済情勢の変化を踏まえ、 

・近年、顕在化している若年無業者の問題の実態

把握に役立てるための調査項目 

・雇用機会の創出や女性の社会進出の分析に役立

てるための調査項目 

・若年無業者等の職業能力開発の支援に役立てる

ための調査項目 

など、調査項目を増やし、また、 

・企業における定年の延長、継続雇用制度の導入

を踏まえ、６０歳前後の方の就業実態をより詳

細に把握するため各年齢別の集計を行い、 

内容の充実を図ることとしています。 

 

 調査結果につきましては、平成20年 7月までに報告書や、統計局のホームページにて

公表される予定となっています。 

 

９月半ば頃から、県知事が任命した統計調査員が調査のお願いのため各世帯をお訪ねし

ます。お忙しいとは存じますが、調査に御協力いただきますようよろしくお願いします。 

なお、御提出いただく調査票については、統計法に基づき調査内容の秘密は厳守されま

すことを申し添えます。 

本年１０月1日現在で、平成19年就業構造基本調査が実施されます。

この調査は、昭和31年からほぼ3年ごとに、昭和57年からは5年ごと

に実施しており、今回の調査は15回目に当たります。 



 
特定サービス産業実態調査について 

         
               
 
 
１ 調査の目的 
 特定サービス産業実態調査は、我が国のサービス産業の活動実態と事業経営の現状を明

らかにし、サービス産業に関する施策の基礎資料を得るため、経済産業省が統計法に基づ

く指定統計として実施しています。 
 
２ 調査の沿革等 
この調査は昭和４８年から行われていますが、我が国のサービス産業のウェイトは国内

総生産の７０％を占め、経済社会に与える影響が非常に大きくなっています。 
そのため、国としてサービス産業の統計を整備し実態を把握することが大きな課題とな

っています。 
そこで、平成１８年調査から次のような改正が行われました。 
① 調査対象事業所名簿の変更（業界団体等の名簿情報から事業所企業統計の名簿情報
へ） 
② 調査対象業種の業種分類レベルの統一（日本標準産業分類小分類への統一） 
③ 調査周期の変更（同一調査業種の毎年調査化） 

 
３ 調査の範囲 
平成１９年調査は、１８年実施の７業種（ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、

各種物品賃貸業、産業用機械器具賃貸業、事務用機械器具賃貸業、広告代理業、その他の

広告業）に、新規４業種（映像情報制作・配給業、クレジットカード業,割賦金融業、デザ
イン・機械設計業、計量証明業の以上）を加えた１１業種を対象とします。 
 
４ 調査の時期 
毎年１１月１日を調査日として行われます。 

 
５ 調査の方法 
上記対象業種の事業所に対し、県知事が任命した統計調査員または郵送により調査票を

配布します。 
調査票への記入は申告者が自ら記入する方法（自計方式）です。 

 
 
調査対象となられた事業所にあっては、お忙しいところ恐れ入りますが、このような調

査の主旨を御理解いただき調査に御協力いただきますようお願いいたします。 
  
なお、御提出いただく調査票については、統計法に基づき調査内容の秘密は厳守されま

すことを申し添えます。 



 

 

 

 

平成１９年全国物価統計調査について 

 

 

 

１ 調査の目的 

  この調査は、国民の消費生活において重要な支出の対象となる商品の販売価格及びサ 

 ービス料金並びにこれらを取り扱う店舗の業態や経営形態などを幅広く調査し、物価の 

店舗間格差、銘柄間格差、地域間格差など価格差の実態を把握し、物価に関する基礎資 

料を得ることを目的としています。 

  調査結果は、国・地方公共団体における物価対策のための基礎資料や生活保護費の地 

域調整の算定根拠、小売物価統計調査の調査方法の見直し及び消費者物価指数の精度向 

上のための検証材料、また、学術研究や企業経営の資料として、各方面で幅広く利用さ 

れています。 

２ 調査の沿革等 

  昭和４２年に開始され、昭和４２年～５２年まで概ね３年おき、昭和５２年以降５年  

ごとに実施しており、今回の調査は１０回目になります。 

３ 調査の範囲 

  今回の調査では、全国で約１３万の小売店舗と約４万の飲食店・サービス事業所等を 

 対象として行われます。熊本県においては、熊本市、八代市、水俣市、玉名市、山鹿市、 

 宇土市、上天草市、阿蘇市、天草市、大津町、益城町及びあさぎり町の９市３町にお 

 いて調査が実施されます。 

４ 調査の時期 

  １１月２１日現在の価格を調査します。（特売価格を調査する２０品目は、直前１週 

 間の価格推移や過去１ヶ月間の最も安い価格についての調査も行います。） 

５ 調査の方法 

    小売店舗については、県知事が任命した調査員が１１月８日から１５日に調査書類を 

 持参して記入をお願いします。記入いただいた調査票は、１１月下旬に調査員が取集に 

 伺います。 

  飲食店やサービス事業所については、市町の職員が聴取等の方法で調査を行います。 

  通信販売業者や本社での一括調査を希望された事業所については、総務省統計局が調 

 査を行います。 

 

 調査事項は、統計を作るためだけに用いられ、他の目的に使われることはありません。 

 調査対象となりました店舗や事業所におかれましては、お忙しい中恐縮ですが、調査に

御協力いただきますようお願いいたします。   



本県 全国 九州

事業所数 事業所 2,631 2,499 ▲ 132 ▲ 5.0 ▲ 6.6 ▲ 6.0

従業者数 人 96,141 98,620 2,479 2.6 0.6 1.1

製造品出荷額等 億円 26,208 28,331 2,123 8.1 6.4 5.3

付加価値額 億円 9,854 10,196 342 3.5 3.2 0.1

前年比（％）
項目 単位 平成１８年平成１７年 増減

    
             

 
 

 工業統計調査は、統計法に基づく国の指定統計で、

我が国の工業の実態を明らかにし、工業に関する施

策の基礎資料を得ることを目的として、製造業に属

する事業所を対象に、毎年１２月３１日現在で１年

間の製造活動（従業者数、製造品出荷額、原材料使

用額など）を調査するものです。  
 調査結果は、国や都道府県、市区町村が行う産業

振興政策、中小企業対策、立地対策などの施策・計

画を講ずるための基礎資料、二次統計の作成のため

の基礎資料となるのみならず、民間企業や大学など

においても幅広く活用されています。  
 
≪Ｈ１８工業統計結果の概要≫  
 ～従業者４人以上の事業所～  

 
 
 
 
 
 
 

 
 平成１８年工業統計調査結果（速報）の概要は上表のとおりで、前年に比べ

て事業所数は減少しましたが、従業者数、製造品出荷額等、付加価値額は増加

し、特に製造品出荷額等は過去最高額を記録しております。詳細については、

熊本県のホームページ「熊本のデータ」に掲載しておりますので是非ご覧くだ

さい。（http://www.pref.kumamoto.jp/statistics/) 
 
平成１９年の調査をお願いする製造事業所におかれては、１２月中旬から来

年１月にかけて、県知事が任命した統計調査員が調査票を持ってお伺いします

ので、お忙しい時期とは存じますが、調査に御協力くださるようお願いします。  
 なお、御提出いただく調査票については、統計法に基づき調査内容の秘密は

厳守されますので、正確な御記入をお願いします。  



内容 表番号

産業・職業・従業上の地位 第１～５表

就業時間 第６表

夫婦の労働力状態 第７表

高齢単身世帯 第８表

母子世帯 第９～13表

父子世帯 第14～17表

世帯の経済構成 第18～19表

外国人の職業 第20～21表

従業・通学時の世帯の状況 第22～24表

親子の同居 第25～27表

 

 

 

 

 

 

 平成１７年国勢調査の第３次基本集計結果（熊本県分）が１０月３１日に総務省統

計局より公表されました。 

 基本集計は第１～３次に区分されており、集計内容は以下のとおりとなっています。 

 

 ○第１次基本集計…人口、世帯、住居に関する結果及び外国人、高齢者世帯等に関

する結果 

 ○第２次基本集計…人口の労働力状態、就業者の産業別構成に関する結果及び夫婦

と子供のいる世帯等に関する結果 

 ○第３次基本集計…就業者の就業別構成及び母子世帯等の状況に関する結果 

 

 第３次基本集計の結果としては、左下図のとおりの内容です。 

                国勢調査結果の閲覧方法は、報告書とインターネ

ットによる閲覧に分かれます。 

                ○報告書…未刊行（１２月１４日現在）。 

○インターネット…総務省統計局ＨＰより各表 

をＥｘｃｅｌ形式でダウンロード可。 

                当課ＨＰ「熊本のデータ」でも第３次基本集計の 

うち主な統計表を同じくダウンロード可。 

 

 総務省統計局ＨＰの国勢調査結果には、報告書には掲載されていない統計表が「報

告書非掲載表」として掲載されており、非常に有益です。 

 例えば、第３次基本集計の中では、「都市計画の地域区分」です。このようなデー

タが国勢調査結果で分かる事はあまり知られていません。報告書以上の価値を持ちイ

ンターネットが利用できる環境なら誰でも閲覧可能で非常に重要なデータと言える

でしょう。 

このように国勢調査結果には数多くの統計データがあります。一度、どのようなデ

ータがあるか探してみてはいかがでしょう。意外な発見があるかもしれません。 

 

●総務省統計局ＨＰ：http://www.stat.go.jp/ 

●統計調査課ＨＰ「熊本のデータ」：http://www.pref.kumamoto.jp/statistics/ 



 

小売物価統計調査について 

 

 

１ 調査の目的 

  小売物価統計調査は、総務省統計局が実施する統計調査であり、国民の消費生活上重要

な商品の小売価格、サービス料金及び家賃を、全国的規模で小売店舗、サービス事業所、

関係機関及び世帯から毎月調査し、「消費者物価指数」その他物価に関する基礎資料を得

ることを目的としています。 

  本調査の結果は、政府が種々の経済施策を立案するための基礎資料となるほか、地方公

共団体の施策や企業経営の資料等、各方面で幅広く使われています。 

２ 調査の沿革等 

  昭和２１年消費者価格調査（家計調査の前身）によって調査した実効価格を価格資料と

して、消費者物価指数の作成が開始されました。その後、消費者物価指数の価格資料を直

接店舗から求める方法に改め、昭和２５年６月から小売物価統計調査を統計法に基づく

「指定統計第３５号」を作成するための調査として開始しました。 

３ 調査の範囲 

 ○ 全国の１６７の市町村において、価格調査地区（約 30,000 の店舗・事業所）と家賃調

査地区（約 22,000 の民営借家世帯）を設置。なお、宿泊料については、全国の１０１市

町村から約５３０の調査旅館・ホテルを選定。 

 ○ 熊本県においては、熊本市、人吉市及び八代市坂本町（旧坂本村）に価格調査地区（約

340 の店舗・事業所）と家賃調査地区（約 360 の民営借家世帯）を設置。なお、宿泊料

については、熊本市及び阿蘇市から１２の調査旅館・ホテルを選定。 

 ○ 調査品目は、全国で５０９品目、７１９銘柄。（平成 20 年 1 月現在） 

４ 調査の時期 

 ○ 毎月１２日を含む週の水曜日、木曜日又は金曜日のいずれか１日(月別価格調査)。な

お、生鮮食品や切り花については、５日、１２日及び２２日を含む週の水曜日、木曜日

又は金曜日のいずれか１日（上旬、中旬及び下旬の旬別価格調査）。 

○ 宿泊料調査については、毎月５日を含む週の金曜日（ただし、土曜日が休日の場合は、

翌週の月曜日）及び土曜日。 

５ 調査の方法 

 ○ 調査員調査品目 知事が任命した調査員が、担当する調査地区内の調査店舗等に商品

の小売価格、サービス料金及び家賃等を質問することにより行います。 

 ○ 都道府県調査品目及び総務省調査品目 都道府県調査品目については都道府県職員

が、総務省調査品目については総務省職員が、それぞれ事業所等に対し、調査品目の小

売価格又は料金及びこれらに付帯する事項を質問することにより行います。 

 

 調査事項は、統計を作成するためにだけ用いられ、他の目的に使われることはありません。 

  調査員が伺いました折には、お忙しい中恐縮ですが、調査に御協力いただきますよう、お

願いいたします。 

  なお、調査員は、知事が発行した調査員証を携帯していますので、御確認いただきますと

ともに、疑問等がございましたら熊本県統計調査課までお問い合わせください。 



 
 
 

どんなもの？ 
熊本県における 1年間の経済活動を、「生産」「分配」「支出」の 3つの面から明ら
かにし、県経済の実態を整合的、体系的に統計データで示すもので、国民経済計算（い

わゆるＧＤＰ統計）の県版になります。 
何が分かるの？   何に利用されるの？ 
 
 
 
 
 
県民経済計算は、その地域でどれだけの新しい価値（付加価値）を生み出し、その

付加価値が所得として人や企業に配分され、どのように消費や投資されていくかの流

れを示したものです。 

 

 
☆「平成１７年度県民経済計算」の詳細については、熊本県のホームページ「熊本のデータ」

に掲載しておりますので是非ご覧ください。（http://www.pref.kumamoto.jp/statistics/) 

賃金、企業利益など 

※熊本県（平成１７年度） 

県民所得 ４兆３９１８億円 

分 配 

消費や企業の設備投資など 

※熊本県（平成１７年度） 

５兆７０８８億円 

支 出 

企業などがモノを作る 

※熊本県（平成１７年度） 

県内総生産 ５兆７０８８億円（全国25位）

○ 県内産業の構造 

○ 県経済の規模や経済成長率 

○ 県民所得の水準等 

○ 家計の消費や企業の設備投資 

○ 地域の経済分析 

○ 諸施策の企画、立案 

○ 経済実績の評価 

○ 他県との比較 

生 産



 
 
 
どんなもの？ 
市町村における 1 年間の経済活動を、「生産（市町村内総生産）」「分配（市町村民

所得）」の２つの面から明らかにし、市町村経済の実態を総合的・体系的に数値とし

て示すもので、国民経済計算（いわゆるＧＤＰ統計）の市町村版になります。 

 
何が分かるの？   何に利用されるの？ 
 
 
 
 
 
市町村民所得推計は、その地域でどれだけの新しい価値（付加価値）が生み出され、

その付加価値が所得として人や企業にどのように配分されていくかという流れを示

したものです。 

 

 
 

 

 

※ 生産と分配の差額は、所得として配分されない「税金（納める分）等」や「固定資本減耗（資産

価値の減少分等）」。 

 なお、市町村民所得を市町村の総人口（子供、高齢者を含む）で割った「一人当た

り市町村民所得」は、その名前から「個人の所得（年収）？」と誤解されることが多

いのですが、「企業の利益」なども含んだもので、あくまで経済学の決まり事の中で

求めた経済指標（市町村間の経済水準の比較などを行うためのもの）です。そのため、

個人の年収や実収入を表したものではありません。 

※ 「企業の利益」などを除き年金や医療給付などを加えた「一人当たり家計所得」というものもあ

りますが、これも家計に分配された所得の比較などを行うための経済指標で、「個人の所得

（年収）」とは、異なるものです。 

(参考)「平成１７年度市町村民所得推計（平成２０年３月７日公表）」より 

熊本県 市町村内 経済 市町村民 一人当たり 一人当たり
市町村計 総生産 成長率 所得 市町村民所得 家計所得
H17 5兆6909億円 1.7% 4兆3902億円 238万3千円 269万5千円
H16 5兆5984億円 ▲0.3% 4兆2388億円 229万3千円 262万8千円  

☆「平成１７年度市町村民所得推計」の詳細については、熊本県のホームページ「熊本のデータ」に

掲載しておりますので是非ご覧ください。（http://www.pref.kumamoto.jp/statistics/) 

○ 市町村内産業の構造 

○ 市町村経済の規模や経済成長率 

○ 市町村の経済水準等 

○ 地域の経済分析 

○ 諸施策の企画、立案 

○ 経済実績の評価 

○ 県内市町村間の比較 

生 産 

企業などがモノなどを作る 

※熊本県市町村計（平成１７年度） 

市町村内総生産 ５兆６９０９億円 

賃金、利子・配当、企業利益など 

※熊本県市町村計（平成１７年度） 

市町村民所得 ４兆３９０２億円 

分 配
給

与 
壱 万



 

 

 

 

 １ 調査の内容・目的 

   我が国における科学技術に関する研究活動の状態、研究実施の有無、研究者数、

研究費、技術貿易に関する事項等を調査し、科学技術振興に必要な基礎資料を得

ることを目的としています。 

 

 ２ 調査の対象・方法 

   調査の対象は、「企業等」、「非営利団体・公的機関」及び「大学」です。それ

ぞれ「調査票甲」、「調査票乙」、「調査票丙」を用い調査をしています。 

   調査方法は、総務省統計局から調査対象に直接調査票を郵送し、記入された調

査票を郵送又はインターネット(平成 15 年度調査から導入)により回収する方法

で実施します。 

 

 ３ 調査の周期・時点 

   科学技術研究調査は、毎年行われます。調査時点としては、以下の２とおりあ

ります。 

   ○「３月３１日現在」…従業者数・資本金 

   ○「３月３１日又はその直近の決算日からさかのぼる１年間の実績」…売上高

研究費などの財務事項 

 

 ４ 調査の公表等 

   調査結果は、１２月中旬に公表し、報告書は調査年度末までに刊行されます。 

 

 ５ 調査結果の利用 

   調査結果は、科学技術基本計画の策定や科学技術白書の作成といった科学技術 

振興に関する施策を中心に、各種施策のための基礎資料として利用されていま 

す。 

 

 今回、総務省統計局の調査の中から『科学技術研究調査』という調査を紹介しまし

た。非常に簡潔に紹介させていただいたので、詳しく知りたい方は総務省統計局ホー

ムページをご覧下さい。 

また、調査結果も閲覧することができ、都道府県別の「研究関係従業者数」や「研

究を行っている施設」、「研究費」など掲載されていますのでご活用下さい。 

 

 「このような調査もあるのか…」と興味を持っていただければ幸いです。 

 

●総務省統計局 HP：http://www.stat.go.jp/ 

●統計調査課 HP「熊本のデータ」：http://www.pref.kumamoto.jp/statistics/ 



 
   

  ～家計簿で豊かな暮らしの基礎づくり～  

 

１ 調査の目的 

  家計調査は、国民生活における家計収支の実態を毎月明らかにすることを

目的とした統計法に基づく総務省所管の指定統計です。 

家計収支の水準と構造を、世帯全体や世帯主の年齢、職業などの世帯属性

別に解明することにより、経済政策や社会政策の立案に利用されているほか、

個人消費動向の計測や個別商品の需要分析に不可欠な資料を提供しています。 

２ 調査の沿革 

  昭和 21 年から「消費者価格調査」として家計支出面だけを調査していまし

たが、昭和 25 年から収入面も含めた「家計調査」として全国 28 都市、約 5,600

世帯について実施し、昭和 37 年には全国平均や都市階級別、地域別の統計も

利用できるよう全国約 170 市町村、約 8,000 世帯に拡大されました。 

平成 11 年に農林漁家世帯、平成 14 年に単身世帯も調査対象とし、現在全

国 168 市町村(県内は熊本市、八代市、人吉市)、約 9,000 世帯を調査しています。 

３ 調査の対象 

  調査対象世帯は、学生の単身世帯などを除く全国の全世帯です。 

ただ、全世帯の調査は困難なため、統計的な方法により一部の世帯を選定

調査し、世帯の家計収支を推定する標本調査の方法を採用しています。 

４ 調査の時期 

  毎月実施しています。 

５ 調査の方法 

  次の調査票等に調査世帯が記入し、知事が任命する調査員が回収すること

により行います。 

      ○家計簿・・・・・・毎日の収入及び支出を記入し、半月ごとに回収 

                （二人以上世帯は 6 か月間、単身世帯は 3 か月間） 

  ○年間収入調査票・・年間収入を家計簿記入開始後 1 か月目の後半に記入 

  ○貯蓄等調査票・・・貯蓄等の保有状況を 3 か月目の前半に記入 

（二人以上世帯のみ） 

  なお、世帯、世帯員及び住居に関する事項を家計簿記入開始前に調査員が

「世帯票」により聞き取り調査します。 

６ その他 

 家計調査では把握しにくい高額商品や IT 関連支出などを調査する「家計

消費状況調査」（毎月）や調査市町村や世帯を大幅に増し、家計構造を総合

的に把握する「全国消費実態調査」（５年ごと）も行われています。 

  個人情報については、統計法により厳重に保護されています。調査員が伺

いました折りには、お忙しい中恐縮ですが、調査に御協力いただきますよう、

お願いいたします。  
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